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背景 

生活習慣病の多くは、不健全な生活の積み重ねによって内臓脂肪型肥満とな

り、これが深く関与して引き起こされるものである。生活習慣病は、今や健康

長寿の最大の阻害要因となるだけでなく、国民医療費にも大きな影響を与えて

いる。今後超高齢化社会を迎える我が国において、生活習慣病対策としての予

防を重視した取り組みへの転換を進めていくことは、将来の医療費増加の抑制

という意味でも重要である。生活習慣の改善は、生活習慣病に対する最も重要

な予防戦略と見なされている。 

個々の不健康な生活習慣と生活習慣病との関連に関する報告は多いが、不健

康な生活習慣保有数と生活習慣病との関連に焦点を当てた報告は決して多くは

ない。また、様々なタイプの生活習慣病の発症をアウトカムとして評価した研

究は、過去には Itaniらの報告のみである。Itaniらは、日本の地方自治体組

織に所属する 39,182 人の男性従業員に対して「5時間未満の睡眠時間」、「交替

勤務」、「不十分な休業日数」、「常に満腹まで食べる」、「歩く機会が全くな

い」、「アルコール摂取量が 60g/日以上」、「喫煙」の 7 つの不健康な生活習慣保

有数と生活習慣病発症との関連を、7年間に渡る縦断研究にて検討した。その

結果、不健康な生活習慣保有数と肥満、耐糖能障害、脂質異常症、メタボリッ



 

 

ク症候群の発症が有意に関連し、特に不健康な生活習慣保有数が増加すると、

メタボリック症候群の発症が著しく増加することを報告した[1]。 

不健康な生活習慣の睡眠の状況を表すものとして、これまで最も使われてき

たものは睡眠時間である。しかしながら、睡眠時間は年齢、性別、人種、婚姻

状況、居住地区、職業、社会経済的地位、所得レベル、雇用状況、労働時間、

通勤時間、交替制勤務、テレビの視聴時間、健康状態、精神状態、生活習慣な

ど様々な要因から複雑に影響を受けることが知られており

[2,3,4,5,6,7,8,9,10,11,12,13]、睡眠時間だけで睡眠を評価することへの危

うさが指摘されている[14]。最近は睡眠状況を評価するには、睡眠時間のみで

はなく、自覚的な睡眠満足度などの睡眠の質も重視がされている。さらに、最

近の疫学研究では睡眠で休養がとれているか否かといった概念が、睡眠の質を

反映するものとして着目されている[15]。具体的には、睡眠によって十分な休

養が得られていないといった質的な指標が、睡眠時間といった量的な指標とは

独立して、死亡リスクに関与することが分かってきたのである[15,16]。 

そこで、本研究では「睡眠で休養が十分にとれていますか(はい・いいえ)」

の質問に焦点をあて、これを睡眠の質の指標に用いて、不健康な生活習慣保有

数にカウントすることとした。そして、不健康な生活習慣保有数と様々な生活



 

 

習慣病の新規発症との関係を 5年間に及ぶ縦断的なデータを基に分析を行うこ

とにした。不健康な生活習慣については、上記の「睡眠によって休養が十分に

とれていないこと」に加えて、過去の報告で生活習慣病のリスクと報告されて

いる「早食い」、「喫煙」、「運動不足」、「習慣的な飲酒」を指標に設定した。

「睡眠によって休養が十分にとれていないこと」を不健康な生活習慣保有数の

カウントに用いて疾病発生との関連性を検討することは、これまでに行われて

いない。また、不健康な生活習慣保有数と有意な関連を認めた生活習慣病に関

しては、年齢、性別で層別化した解析を追加することにより、その特性を検討

した。 

目的 

本研究の目的は、睡眠休養不足、早食い、運動不足、習慣的な飲酒、習慣

的な喫煙などの不健康な生活習慣が、その保有数によって、糖尿病、肥満

症、高血圧、脂質異常症、メタボリック症候群などの生活習慣病の新規発症

に影響を与えていることを明らかにすることである。また、生活習慣病の発

症と睡眠休養不足との関連性を明らかにすることも本研究の目的とした。 

方法 

関東地方にある健康診査実施施設で 2014年度(2014 年 4月 1日～2015年 3



 

 

月 31日)と 2019 年度(2019年 4月 1日～2020年 3月 31 日)両方の年度に特定

健康診査、人間ドックまたは企業健診を受けた 2,473人を研究対象とした。そ

の中で、2014年度のベースライン時に不健康な生活習慣(睡眠休養不足、早食

い、運動不足、習慣的な飲酒、習慣的な喫煙)5つ全ての質問への回答があるこ

とと、2014年度、2019年度の糖尿病、肥満症、高血圧、脂質異常症、メタボ

リック症候群の有無に関わる全ての検査結果があることを選別の対象とした。 

統計解析では、まず 2014年度の時点で糖尿病のカテゴリーに分類されなか

った者のみを選択した。この集団から 2019年度に新たに糖尿病のカテゴリー

に入った者は、糖尿病を新規発症したとみなした。この新規発症について、新

規発症率を求めるとともに、その関連要因を検討した。肥満症、高血圧、脂質

異常症、メタボリック症候群についても同様の方法で解析を行った。 

最初に、2014 年度ベースライン時の各々の不健康な生活習慣(睡眠休養不

足、運動不足、早食い、習慣的な飲酒、習慣的な喫煙)と生活習慣病の新規発

症との関連をχ²検定を用いて検討した。続いて、2014 年度ベースライン時の

不健康な生活習慣保有数と、生活習慣病の新規発症との関連をχ²検定を用い

て検討した。また、生活習慣病の新規発症を目的変数、2014年度ベースライン

時の不健康な生活習慣保有数を説明変数、性別、年齢階級を共変量として、多



 

 

重ロジスティック回帰分析を行った。この目的変数、説明変数、共変量の組み

合わせをモデル 1と呼ぶことにした。次に、生活習慣病の新規発症を目的変

数、2014年度ベースライン時の不健康な生活習慣保有数を説明変数、性別、年

齢階級、目的変数以外の生活習慣病の有無を共変量として、多重ロジスティッ

ク回帰分析を行った。このようなモデル 1に目的変数以外の生活習慣病の有無

を共変量として追加したものをモデル 2と呼ぶことにした。不健康な生活習慣

保有数と有意な関連を認めた生活習慣病に関しては、性別、年齢階級で層別化

したうえで同様の解析を追加した。 

結果 

最終的に、1,827 人（25-84歳、平均年齢：48.3±9.5 歳）が有効なデータと

なり、これらの者を本研究の解析対象とした。有効対象者率は 73.9%であっ

た。解析対象者(n=1,827人)の内訳は、男性 1,109人(60.7％)、女性 718人

(39.3％)であった。年齢階級は、39 歳以下が 305人(16.7％)、40～59歳が

1,275人(69.8％)、60歳以上が 247 人(13.5％)であった。2014年度ベースライ

ン時に不健康な生活習慣を有している者は、睡眠休養不足が 687人(37.6％)、

早食いが 628人(34.4％)、運動不足が 964人(52.8％)、習慣的な飲酒が 394 人

(21.6％)、習慣的な喫煙が 505人(27.6％)であった。これらの不健康な生活習



 

 

慣保有数をカウントしたところ、0～1個が 808人(44.2％)、2～3個が 909 人

(49.8％)、4～5個が 110人(6.0％)であった。また、5 年間で各生活習慣病を

新規発症した者は、糖尿病は 1,754 人中 56人(新規発症率 3.2％)、肥満症は

1,380人中 143 人(新規発症率 10.4％)、高血圧は 1,474 人中 256人(新規発症

率 17.4％)、脂質異常症は 1,004人中 224人(新規発症率 22.3％)、メタボリッ

ク症候群は 1,636 人中 296人(新規発症率 18.1％)であった。 

ベースライン時に存在する各々の不健康な生活習慣と、5年間で新規発症し

た生活習慣病との関係では、高血圧の新規発症に関しては、早食い

(p=0.005)、習慣的な飲酒(p=<0.001)、習慣的な喫煙(p=0.001)が有意なリスク

となっていた。脂質異常症の新規発症に関しては、早食い(p=0.038)、習慣的

な喫煙(p=0.009)が有意なリスクとなっていた。糖尿病、肥満症、メタボリッ

ク症候群の新規発症に関しては、個々の不健康な生活習慣とは有意な関連は認

められなかった。しかながら、肥満症の新規発症と睡眠休養不足との関係に関

しては、p=0.062 と有意な水準には至らなかったが、睡眠休養不足なしの新規

発症率 9.2％に対して、睡眠休養不足ありで新規発症率 12.3％と高値となる傾

向が認められた。 

ベースライン時に存在する不健康な生活習慣保有数と、5年間での生活習慣

病の新規発症との関係では、χ²検定でも、年齢、性別、他の生活習慣病の有



 

 

無で調整した多重ロジスティック回帰分析でも、糖尿病と高血圧の新規発症に

関しては、不健康な生活習慣保有数が有意なリスクとなっていた。糖尿病も高

血圧に関しても、不健康な生活習慣保有数が 0-1個と比較して、4-5個に増え

ると新規発症のリスクが有意に高値となっていた。糖尿病の新規発症に関して

は、不健康な生活習慣が単独では有意な関連が認められなかったが、複数個併

せもつと有意なリスクとなることが判明した。 

性別と年齢階級で層別化した場合は、糖尿病、高血圧の新規発症とも、男性

と 40～59歳の年齢層で不健康な生活習慣保有数が有意なリスクとなってい

た。 

肥満症、脂質異常症、メタボリック症候群については、不健康な生活習慣保

有数とは有意な関連が認められなかった。 

考察 

本研究のように様々なタイプの生活習慣病の発症をアウトカムとして評価し

た先行研究は、先述した通り Itani らの報告[1]のみである。本研究では選定

された不健康な生活習慣の種類は、先行研究[1]とは異なり、性別も限定せず

男女共に解析対象としたが、結果については、糖尿病の新規発症において

Itaniらの研究結果と矛盾しない所見であった。一方、その他の生活習慣病に



 

 

関しては、先行研究[1]に合致しなかった。 

本研究では、脂質異常症、メタボリック症候群については、不健康な生活

習慣保有数が増えるにつれ有意差は得られなかったが、その新規発症率およ

びオッズ比も高値となる傾向を認めたため、解析対象数がより多い人数であ

れば有意な結果となった可能性も否定できないと思われた。先行研究[1]で

は、39,182人の被験者を対象にしていたため、今回の研究(1,827人)よりよ

り多くの解析対象者が存在した。特に、脂質異常症に関しては、本研究で

2014年度の時点で 823人(45.0%)と有病率が高く、その集団は解析から除外さ

れたため、統計学的な検出力の低下が考えられた。また、Itaniらの先行研究

[1]では、研究対象が一般の人たちでなく、日本の地方自治体に勤務する男性

従業員で、年齢幅も定年退職があり 65歳までであったため、研究対象者は非

常に限定的であった。職域集団を対象にした場合、Healthy Worker Effect な

どサンプリングバイアスを生じることが知られている［17]。本研究では、特

定健康診査、人間ドック、企業健診を受けた男女で若年～高齢者全ての年齢

層の被験者を対象に研究を行った。そのため、研究対象者の違いが、異なっ

た結果に影響を与えた可能性も考えられた。 

肥満症の新規発症に関しては、本研究では不健康な生活習慣保有数が増加し

てもオッズ比はほぼ横ばいであり、不健康な生活習慣保有数とは有意な関連を



 

 

認めなかった。先行研究[1]では、肥満と不健康な生活習慣との間にも有意な

関連を認めた。先行研究[1]では病気の定義として BMI≧25 の肥満を設定した

が、本研究では BMI≧25 に腹囲も追加し、健康障害を合併しやすい内臓脂肪型

肥満の肥満症を設定した。そのため病気の定義の違いが、異なった結果につな

がった可能性が考慮された。また、先行研究では本研究に比べ解析対象数が多

かったことや、観察期間が 7年と今回の研究(5年)よりもやや長かったこと

で、肥満についても不健康な生活習慣保有数と有意な関連が検出しやすかった

可能性が考えられた。 

高血圧の新規発症については、本研究では、不健康な生活習慣保有数との

間に有意な関連を認めたが、先行研究[1]では有意ではなく、今回の結果と合

致しなかった。この矛盾の根本的な理由は明らかではないが、研究対象と調

整要因の違いが、部分的な原因である可能性があり得る。同様の疫学研究

が、さらに多くの証拠を蓄積し続けることが重要である。また、今回の研究

では睡眠項目については、睡眠時間という量的な尺度でなく、現在注目され

ている睡眠休養不足という質的な尺度を指標とした。これは我々が知る限

り、不健康な生活習慣保有数と疾患との関連について検討する研究の中で、

睡眠項目に睡眠休養不足を使用した最初の研究である。睡眠休養不足を不健

康な生活習慣の一つにカウントしても、不健康な生活習慣保有数と生活習慣



 

 

病の新規発症との有意な関連性が認められたため、保健指導を実施していく

うえで、睡眠休養不足に着目して策を講じていくことが合理的であると考え

られた。 

結語 

本研究では、不健康な生活習慣の数が増加すると、糖尿病、高血圧の新規発

症のリスクが有意に高値となることが分かった。不健康な生活習慣を同時に複

数有することが、生活習慣病の新規発症のリスクとなることが判明したため、

不健康な生活習慣保有数に着目して保健指導をしていくことが大切である。具

体的には、特定健康診査や人間ドックの際に、受診者の日常生活の包括的な評

価を行い、不健康な生活習慣の数をできるだけ減らすための助言や指導を行う

ことが重要である。特に層別化分析でも有意な結果が得られた男性や 40～59

歳頃の受診者に対しては、こうしたアプローチがより効果的だと思われた。ま

た、本研究結果から保健指導を実施していく際には、睡眠休養不足に着目して

策を講じていくことも合理的であると考えられた。不健康な生活習慣保有数

と、生活習慣病の新規発症との関連をより正確に描写するために、今後より長

い期間で、より多く、また偏りの少ないサンプルによる縦断的研究が行われる

ことが望まれる。 
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